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●有権者（投票できる人）
　平成 13 年 12 月 9 日以前に生まれた人で、令和元年 9 月 2 日以降引
き続き広川町に住んでいる（住民基本台帳に登録されている）人

町外から
転入した

令和元年 9 月 2 日までに
転入届を出した ➡　○
令和元年 9 月 3 日以降に
転入届を出した ➡　×

町内で
転居した

令和元年 11 月 22 日までに
転居届を出した ➡　○ 転居後の投票所

令和元年 11 月 23 日以降に
転居届を出した ➡　○ 転居前の投票所

町外へ
転出した

令和元年 12 月 8 日までに
町外へ転出した ➡　× 12 月 4 日以降に転出予定の人は

期日前投票ができる場合あり

●投票所入場券（あさぎ色のはがき）
　11 月 26 日㈫以降、世帯ごとにまとめて郵送します。郵便事情などに
より、近隣でも配達日が異なる場合があります。
　「入場券が届かない」「紛失した」などの場合は再発行できます。運転
免許証や保険証などをお持ちの上、投票所の係員にお申し出ください。

●選挙公報
　候補者の経歴・政見を掲載した「選挙公報」は、12 月 5 日㈭
以降、区長を通じて配布します（町役場でも配布）。

●期日前投票
　仕事などの用事で投票日に投票できない
人は、期日前に投票できます。投票所
入場券（裏面の「宣誓書」を記入し
たもの）をお持ちください。

［日時］ 12 月 4 日㈬～ 12 月 7 日㈯ 
8:30 ～ 20:00

［場所］広川町役場西庁舎 1 階会議室

12月8日日　7:00▶ 20:00
投票所 対象区

第 1 投票所 / 鬼ノ渕区公民館 ▶ 小椎尾・逆瀬谷・梯・鬼ノ渕・
馬場

第 2 投票所 / 上広川小学校屋内運動場 ▶ 内田・草場・一応・吉常・六田・
長延上・長延下

第 3 投票所 / 広川中学校武道場 ▶ 太原・久泉・増永・扇島

第 4 投票所 / 広川町保健・福祉センター ▶ 太田・吉里・川瀬・長徳・古賀・
牟礼茶屋

第 5 投票所 / 広川町産業展示会館 ▶ 高間・清楽茶屋・清楽・川瀬北・
緑ヶ丘・北新代

第 6 投票所 / 下広川小学校屋内運動場 ▶ 牟礼・当条・智徳・一條・藤田・
当条西

問広川町選挙管理委員会事務局（広川町役場総務課行政係）　☎ 0943-32-1255

広川町議会議員一般選挙

●滞在地での投票
　投票日や期日前投票期間に、仕
事などの用事で町外に滞在してい
る人は、滞在地で投票できます。
郵送に時間がかかるため、早めに
手続き・投票ください。

［投票方法］
① 広川町選挙管理委員会事務局
（町選管）の窓口、または広川
町ホームページから「不在者投
票請求書兼宣誓書」を入手する

② 請求書兼宣誓書に必要事項を記
入し、町選管へ提出する（郵送・
代理人可）

② 滞在地へ郵送される投票用紙を
受け取り、滞在地の選挙管理委
員会で投票する

●在宅投票
　身体障害者手帳（1 級～ 3 級）
や戦傷病者手帳（特別項症および
第 1 項症～第 3 項症）、介護保険
被保険者証（要介護 5）の交付を
受けている人は、郵便で投票でき
る場合があります。詳しくは町選
管へお問い合わせください。
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一般会計歳入　75億 9,281 万円

　国や県に頼った依存財源が 51%、町が調達できる
自主財源は 49% です。町税は固定資産税の評価替え
の実施、法人住民税が企業収益減などにより減少し、
普通交付税も減少しました。ハード事業の終了に伴
う国県支出金や町債借入の減少により 4 億 7,860 万
円の減少となりました。

一般会計歳出　71億 6,822 万円

　国民健康保険特別会計への操出金などの民生費、
一部事務組合へのごみ処理に係る負担金などの衛生
費、災害復旧事業費が増加しました。基金積立金な
どの総務費や、前年度に終了したハード事業の反動
により商工費、教育費などが減少し、前年より 4 億
4,184 万円減少しました。
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地方譲与税・交付金等
5 億 1,062 万円

7%
町債

4 億 3,879 万円
 6%

議会費
8,438 万円

1%

公債費
7 億 3,560 万円

10% 総務費
8 億 6,953 万円

12%

民生費
28 億 2,344 万円

39%

衛生費
6 億 2,726 万円

9%

農林水産費
2 億 4,463 万円

3%

商工費
1 億 2,946 万円

2%

土木費
5 億 4,631 万円

8%

消防費
3 億 3,848 万円

5%

教育費
7 億 809 万円

10%

災害復旧費
6,105 万円

1%

地方交付税
14 億 4,099 万円

 19%

国県支出金
14 億 9,816 万円

20% 諸収入等 
4 億 3,053 万円

6%

繰入金・繰越金
8 億 2,694 万円

11%

町税
24 億 4,678 万円 

 32%

依存財源 51%

自主財源 49%
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基金（町の貯金）

　年度間の財政調整のために積み立てる財政調整基
金や地方債の償還、学校建設などを目的として積み
立てる特定目的の基金など 13 の基金があります。
　平成 30 年度末の現在高は国民健康保険特別会計の
累積赤字解消のために
財政調整基金、下広川
小学校屋内運動場改築
事業に学校建設基金を
取り崩したことで減少
しました。

公営企業会計

　水道（上水道）事業は、加入者のみなさまからの
水道料金を主な財源として運営しています。
　資本的収支の不足額は損益勘定留保資金（減価償
却費などの現金支出を伴わない経費を蓄積した資金）
で補いました。

町債（町の借金）

　一般会計、ダム会計、下水道事業特別会計、水道
事業会計の 4 つの会計で借り入れています。
　一般会計は下広川小学校校舎改築事業、地方創生
拠点整備事業の終了などで借り入れが減少し、残高
も減少しました。ダム
会計は新たに 330 万円
借り入れています。水
道事業会計の残高は減
少していますが、下水
道事業は、事業の進捗
により増加しました。

会計の名称 起債残高 前年度比
一般会計 70 億 7,109 万円 △ 2 億 3,728 万円
ダム会計 330 万円 ＋ 330 万円

下水道事業 26 億 6,886 万円 +9,734 万円
水道事業 4 億 2,209 万円 △ 4,472 万円

合計 101 億 6,533 万円 △ 1 億 8,136 万円

基金の名称 決算時現在高 前年度比
財政調整基金 18 億 7,520 万円 △ 8,044 万円

減債基金 1 億 9,090 万円 +1,041 万円
学校建設基金 1 億 3,563 万円 △ 1 億 6,004 万円

公共施設整備基金 10 億 6,557 万円 △ 4,304 万円
その他の 9 基金 2 億 7,716 万円 +803 万円

合計 35 億 4,448 万円 △ 2 億 6,508 万円

収益的収支 資本的収支

歳入 3 億 7,764 万円 歳入 2,367 万円

歳出 3 億 963 万円 歳出 1 億 4,368 万円

差引 6,800 万円 差引 △ 1 億 2,001 万円

特別会計

　5 つの特別会計の実質収支は全て黒字となりました。
　国民健康保険特別会計は、累積赤字解消のために一般会
計から繰り入れたことなどで、6,982 万円の黒字となりま
した。将来の医療費抑制に向けて特定健診受診や保健指導
を進めています。
　下水道事業特別会計は、今年度から地方公営企業会計へ
移行するため、3 月末での打ち切り決算となっています。

会計の名称 歳入 歳出 差引

国民健康保険特別会計 24 億 7,903 万円 24 億 921 万円 6,982 万円

後期高齢者医療特別会計 2 億 6,805 万円 2 億 5,960 万円 845 万円

住宅新築資金等貸付特別会計 92 万円 9 万円 84 万円

広川防災ダム管理特別会計 2,094 万円 1,847 万円 247 万円

下水道事業特別会計 6 億 1,185 万円 5 億 1,124 万円 1 億 61 万円

庁舎建設などのハード事業
が今後も継続します。
状況を見極めながら
健全な財政運営を
進めていきます。

水道をお届けするための
経費とその財源

水道施設を作るための
経費とその財源

7 ︱広報ひろかわ 2019 年 11 月号



経常収支比率

　経常経費（人件費、町債の返済金など）が経常収
入に占める割合。数値が高いほど財政運営に余裕が
ないといわれています。広川町はここ 3 年間悪化し
ており、平成 30 年度は大きく数値が上がりました。

平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年
89.8% 90.1% 95.3%

※類似団体平均（平成 29 年）……90.7%

健全化判断比率

▶ 実質赤字比率……標準財政規模に対する歳入総額
から歳出総額を差し引いた額の割合

▶ 連結実質赤字比率……全会計の赤字額から黒字額
を差し引いた額を標準財政規模で割った比率（一
部事務組合、広域連合、公社などは対象外）

▶ 実質公債費比率……一般会計などが負担する元利
償還金と準元利償還金の標準財政規模に対する過

令和元年度予算執行状況（上半期）

財政力指数

　行政で必要とされる標準額に対する税収の標準額
の割合（過去 3 年度の平均値）。「1.0」に近いほど財
政力が強いとされており、広川町はここ 3 年間上昇
しています。

平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年
0.60% 0.62% 0.64%

※類似団体平均（平成 29 年）……0.66%

会計名称 予算総額 収入済額 収入率 支出済額 執行率

一般会計 83 億 1,588 万円 35 億 7,641 万円 43.0% 30 億 3,994 万円 36.6%

一般会計のうち繰越分 4 億 7,276 万円 2 億 3,592 万円 49.9% 6,384 万円 13.5%

国民健康保険特別会計 25 億 1,801 万円 9 億 7,759 万円 38.8% 8 億 5,088 万円 33.8%

後期高齢者医療特別会計 2 億 8,212 万円 9,268 万円 32.9% 7,533 万円 26.7%

住宅新築資金等貸付特別会計 140 万円 111 万円 79.3% 0 万円 0.0%

広川防災ダム管理特別会計 2,459 万円 947 万円 38.5% 489 万円 19.9%

水道事業会計（収益的収入） 3 億 7,407 万円 1 億 6,838 万円 45.0% ― ―

水道事業会計（収益的支出） 3 億 1,046 万円 ― ― 8,158 万円 26.3%

水道事業会計（資本的収入） 844 万円 386 万円 45.7% ― ―

水道事業会計（資本的支出） 1 億 2,426 万円 ― ― 2,933 万円 23.6%

下水道事業会計（収益的収入） 3 億 4,201 万円 1 億 3,579 万円 39.7% ― ―

下水道事業会計（収益的支出） 3 億 2,792 万円 ― ― 7,262 万円 22.1%

下水道事業会計（資本的収入） 2 億 9,440 万円 1,458 万円 5.0% ― ―

下水道事業会計（資本的支出） 3 億 8,825 万円 ― ― 1 億 355 万円 26.7%

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

平成 29 年 0.0%
（-7.7%）

0.0%
（-26.1%） 6.7% 4.1%

平成 30 年 0.0%
（-4.2%）

0.0%
（-28.1%） 7.3% 11.8%

早期健全化基準
( イエローライン ) 15.0% 20.0% 25.0% 350.0%

財政再生基準
( レッドライン ) 20.0% 30.0% 35.0%

■■■■■■■■財政状況■■■■■■■■

去 3 年度平均の比率（収入のうち、どれくらい借
金の返済にあてているかを示すもの）

▶ 将来負担比率……将来支払う可能性のある負担の
現時点での残高を指標化した数値で、財政を圧迫
する可能性を示す指標（債務負担行為支出予定額
や一部事務組合などに関する負担見込み額も含む）
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